
様式第４号（第５条関係） 

市 営 住 宅 入 居 登 録 申 込 書 

令和  年  月  日   

 市川市長 

 

 市川市営住宅に入居したいので、市川市営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則第５条第１項の規定により、

関係書類を添付して申し込みます。 

 なお、この申込書及び添付書類の内容が事実と相違するとき並びに申込者（現に同居し、又は同居しようとする

親族を含む。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。）であるときは、登録を取り消されても異議はありません。 

 また、入居の決定後に申込者（同居する者を含む。）が暴力団員であることが判明したときは、速やかに市営住宅

を明け渡すことを誓約します。 

フ リ ガ ナ 
  

電話

番号 

自宅 

申 込 者 氏 名 
  

携帯 

現 住 所 

 

市川市           丁目    番    号 

 アパート名等(                   号室) 

本 籍 

(外国人の方は国籍) 

  
住民登録日 

  

勤
務
先
等 

名 称 
  

所 在 地 
  

電 話 番 号  

○入居を希望する現に同居している親族 

続 柄 氏 名 年 齢 生年月日 勤 務 先 ・ 学 校 名 
障 が い の  

程度、等級等 
収 入 

本人       上記のとおり   有・無 

            
有・無 

            有・無 

            
有・無 

            有・無 

○現在別居中であるが、同居しようとする親族(婚約者を含む。)がいる場合 

続 柄 氏 名 年 齢 生年月日 勤 務 先 ・ 学 校 名 
障 が い の  

程度、等級等 
収 入 

  フリガナ         
有・無 

  フリガナ         
有・無 

同居を希望する理由 
  

○遠隔地扶養親族がいる場合 

続 柄 被 扶 養 者 氏 名 年 齢 生年月日 現 住 所 
障 が い の  

程度、等級等 
  フリガナ         

  フリガナ         



※記入上の注意 

１ 年齢の欄には、令和８年６月１５日（申込期限日）現在の満年齢を記入して下さい。 

２ 勤務先・学校名の欄には、勤務先の名称のほか、大学（大学院を含む。）、中等教育学校、高等学校、高等専門

学校、専修学校、義務教育学校、中学校、小学校、特別支援学校、幼稚園（無認可の幼稚園類似施設を含む。）又

は保育所（無認可の保育施設を含む。）に在学し、又は在園している場合には、それらの名称を記入して下さい。 

３ 障害の程度、等級等の欄には、公的機関によって認定された障害の程度、等級等のほか、常時就床を要する方

については常時就床と、１年以上の療養を要するため就労ができない状況にある方については長期療養と記入し

て下さい。 

４ 以下の欄及び別紙の居住状況報告書も記入して下さい。 

 

○申込み理由(該当する番号に○印をつけて下さい。) 

１ 
住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にある住宅に居住して

いる。 

２ 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている。 

３ 住宅がないため親族と同居することができない。 

４ 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上、又は教育上不適当な居住状態にある。 

５ 
正当な理由による立退きの要求を受け、適当な立退き先がないため住宅に困窮している（自己の責めに帰

すべき事由に基づく場合を除く。）。 

６ 収入に比して著しく過大な家賃の支払を余儀なくされている。 

７ その他（                              ） 

 

○申込者及び同居予定者で構成する世帯が次のいずれかに該当する場合は、該当する番号に○印をつけて下さい。 

１ 身体障害者手帳（１級から４級まで）の交付を受けている方がいる世帯 

２ 精神障害者保健福祉手帳（１級又は２級）の交付を受けている方がいる世帯 

３ 
療育手帳（Ａ、Ａ１、Ａ２又はＢ１）の交付を受けている方又は児童相談所等の公的機関において知能指

数が５０以下と判定された方がいる世帯 

４ 
戦傷病者手帳（恩給法別表第１号表の２の特別項症から第６項症まで又は第１号表の３の第１款症）の交

付を受けている方がいる世帯 

５ 原子爆弾被爆者のうち医療特別手当又は特別手当を受けている方がいる世帯 

６ 海外からの引揚者（厚生労働省社会・援護局長が証明した方）で引揚げから５年以内の方がいる世帯 

７ 
国立ハンセン病療養所等に入所していた方（ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する

法律第２条に規定するハンセン病療養所入所者等）がいる世帯 

８ 
申込者が６０歳以上の方であり、かつ、同居予定者のいずれもが６０歳以上の方又は１８歳未満の方であ

る世帯 

９ 申込者が６０歳以上の方である単身世帯 

１０ 同居予定者に小学校就学の始期に達するまでの方がいる世帯 

 

※この欄は、記入しないで下さい。 

世帯区分 
特定目的住宅の対象世帯 ひとり親世帯・高齢者世帯・障がい者世帯・単身者世帯 

裁量階層の対象世帯 裁量世帯／一般世帯 

 



別紙 

 

居 住 状 況 報 告 書 

(該当する□に「レ」点を入れて下さい。) 

住 宅 の 種 類 

□民間借家 □間借り □他の世帯と同居 □社宅・寮 □公営住宅 

□住宅供給公社・URの賃貸住宅 

□非住宅(物置、倉庫等を住宅に転用) □その他(        ) 

居 室 数 

 

(台所を除く。) 

間取り            (例：1DK、2LDK) 

□1部屋 □2部屋 □3部屋 □4部屋以上 

居室の広さ  畳・   畳・   畳・   畳 

     (  m2)・(  m2)・(  m2)・(  m2) 

居住している人数 

 

人 

住 宅 の 設 備 □専用の台所が無い □専用の便所が無い □専用の浴室が無い 

家 賃 1か月           円(共益費は含みません。) 

居 住 期 間 現在の住宅に居住を開始した時期     年  月から 

立 退 要 求 

□無   □有(立退き期限     年  月  日) 

※ 賃貸借契約に立退きの期限に関する定めがある場合又は賃借人側の責め

に帰すべき事由に基づく場合を除きます。 

保 安 上

危 険 な 住 宅 

住宅の「基礎」、「土台」、「柱」等の構造上の主要部分が、沈下し、又は腐蝕

しているため、保安上危険な状態で倒壊等の恐れのある住宅に1年以上居住し

ているもの 

□該当する       □該当しない 

 

※ 記入上の注意 

１ 居室数の欄の間取りは、各部屋の畳数を記入して下さい。居室が洋間である場合は、当該居室の面

積を１．６５で除して、畳数に換算した数値を記入して下さい。 

２ 住宅の設備の欄は、間借り（生計を異にする親族その他の世帯と同居し、又はそれらの世帯の住宅

の一部を賃借等している状態）の場合は、記入しないで下さい。 

３ 立退要求の欄の「有」に該当するのは、建物賃貸借契約の更新に当たり、賃貸人が自ら当該建物を

使用する必要がある等、賃貸人に賃貸借契約の更新を拒絶する正当な理由がある場合です。（賃借人の

家賃の不払い等、賃借人側の責に帰すべき事由によって賃貸借契約の更新を拒絶され、又は当該事由

により契約期間中に立退きを要求されている場合は、該当しませんので注意して下さい。） 

 

申 込 み 状 況 に 関 す る 調 査 

過去２年間の市営住宅の空家の入居希望者の登録の申込み状況（市川市以外の住宅の申込みを除きま

す。）について、該当する□に「レ」点を入れて下さい。 

令和６年 

募集期間６月３日～６月１７日 

□申込みをした(□登録された □登録されなかった) 

□申込みをしていない 

□不明・覚えていない 

令和７年 

募集期間６月２日～６月１６日 

□申込みをした(□登録された □登録されなかった) 

□申込みをしていない 

□不明・覚えていない 

 



 

提出書類一覧（確認用） 

 

・必ず提出する書類（P６～P7参照） 

□ 市営住宅入居登録申込書    □ 希望団地調査表 

□ 最新の賃貸借契約書のコピー（もしくは＊家賃負担申述書等） 

□ 収入を証明する書類（下記のいずれか） 

・ 令和７年分 源泉徴収票のコピー ・ ＊給与支払（支払予定）証明書 

・ 令和７年分 確定申告書（控）のコピー    

・ 令和８年度 市県民税課税・非課税証明書 

・ 年金振込通知書、年金額改定通知書、公的年金等の源泉徴収票いずれかのコピー 

・申込者の状況に応じて提出する書類（P8～P11参照） 

□ ＊単身入居の入居者資格認定のための申立書（単身申込者）      

□ 身体障害者手帳のコピー    □ 精神障害者保健福祉手帳のコピー 

□ 生活保護受給証明書      □ 療育手帳のコピー  

□ 児童扶養手当証明書のコピー  □ 戸籍全部事項証明書 

□ 在留カードのコピー（入居希望者全員） 

□ 裁判所の保護命令決定書等または配偶者暴力相談支援センターにおいて相談を行ったことの

証明書のコピー 

□ ＊犯罪被害者等確認書 

□ 離婚手続中であることが確認できる書類（＊離婚手続中であることの申述書） 

□ ＊婚約申述書           

□ １年以上の療養（入院・通院）を要するため就労ができないことを証する医師の診断書 

□ 常時就床を要することを証する医師の診断書等 

□ 住民票（本籍記載、マイナンバー非表示のもの） 

□ パートナーシップ証明カード等 

□ 離職票のコピー           □ 雇用保険受給者証のコピー 

□ ＊退職証明書            □ 退職予定証明書 

□ ＊取壊し等に関する賃貸人の証明書  □ 更新拒絶通知、解約申入通知等 

□ 競売開始決定正本または売買契約書のコピー、家屋の売却予定を証明する書類 

□ 住宅の写真 

□ その他書類（                            ） 

＊は所定用紙（市営住宅課の窓口及び市公式ウェブサイトにて配布） 

 



確 認 書 

 

申込資格調査で失格事項に該当する場合は、申込みを失格とされても異議を申しません。 

ご確認の上□にチェック✓してください。 

 

□ 本市に住民登録し、居住してから 6カ月以上経過していること。 

 

□ 現に同居し、又は同居しようとする親族があること。単身入居の場合は資格があること。 

 

□ 現在、次のいずれかに該当する住宅困窮理由があること。 

(1) 住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にある 

住宅に居住している。 

(2) 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている。 

(3) 住宅がないため親族と同居することができない。 

(4) 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上、又は教育上不適当な居住状態 

にある。 

(5) 正当な理由による立退きの要求を受け、適当な立退き先がないため住宅に困窮している 

（自己の責めに帰すべき事由に基づく場合を除く。）。 

(6) 収入に対する家賃の割合が過大である。 

 

□ 世帯の月収額が、収入基準額を超えていないこと。 

・一般世帯…月収額：158,000円以下  ・裁量世帯…月収額：214,000円以下 

 

□ 令和 8年 6月 15日現在で市税（市民税、軽自動車税、固定資産税･都市計画税、国民健康保険

税）を滞納していないこと。 

 

□ 申込者または同居しようとする家族が暴力団員でないこと。 

 

□  自己（申込者及び同居しようとする家族）が住宅を所有していない、または、令和 9年 

3月 31日までに、持ち家の所有権移転をすることが確定していること。 

 

□ 申込後に記載内容と変更がないこと。 

 

□ ペット（犬・猫）を飼っていないこと。現在、ペットを飼っている場合については、入居時に

おいて市営住宅以外に飼育場所を確保すること。 

 

□ 申込資格の審査にあたり、本市が必要な収入/所得額、年金情報、市税に関する情報（入居希

望者全員）及び住民基本台帳の調査を行うことについて承諾する。 

 

上記の項目について、全て該当することを確認しました。 

 

市川市長  

令和  年  月  日 

       申込者 
住所 市川市                   

 
氏名（自署）                   


